
【事務事業調書】

■事務事業の概要

■活動指標

■事業費（計画） ■事業費（補正予算） ■事業費（実績）

1 1 1

2 2 2

3 3 3

4 4 4

5 5 5

6 6 6

7 7 7

8 8 8

■事業経費

財
　
源

町内に在住し、町民税非課税世帯で、次のいずれかに該当する世帯主の申請に基づき、住宅用
火災警報器購入費の２分の１（限度額5千円）を助成した。
①６５歳以上の高齢者がいる世帯②身体障害者手帳１級又は２級の交付を受けている方いる世
帯③療育手帳A１又はA２の交付を受けている方のいる世帯④精神障害者保健福祉手帳１級の
交付を受けている方のいる世帯⑤生活保護世帯

どのような成果が現れます（現れました）か？

高齢者や障害者のいる世帯が、住宅用火災警報器を購入することにより、生命及び財産を火災から
守るための一助となる。

指　標 目　標　値 達　成　値

細　節 金　額

事務事業名

細　節

補助金

住宅用火災警報器購入設置費助成事業費　※補正

実
績

担当部課 健康福祉課
担　当 社会教育

サブリーダー 吉葉恵子

計
画

何をどのような方法で実施します（実施しました）か？

申し込み世帯

１２６世帯 ８世帯

金　額

特　記　事　項

一世帯一回５，０００円が限度である。
対象世帯－緊急通報貸付世帯（１０６世帯）＝７１４世帯÷１７月（期間H２１.１～H２２．５）＝月
４２世帯の申請とした。

35,740

広報掲載での周知や民生児童委員定例会におい
て独居老人宅等への啓発を依頼したが、申請は少
ない状況にある。

35,740

特　記　事　項

特　記　事　項

630,0000

受益者負担金

会計 - 款 - 項 - 目 - 事業

００１-０３０１０３-００３-０１-０６

事業の分類 新規事業

予算科目
コード

金　額

補助金 630,000

流用額

計

差引（一般財源）

細　節

その他の特定財源

国庫支出金

予算現額

県支出金

地方債

決　算 決算額

予
　
算

当初予算額

補正予算額 630,000

35,740

計　画

0

630,000

実　績

35,740

0

0

0


